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資 料 編 

 

 １ 第２次能代市環境基本計画策定の経過 

 

  平成 29 年  5 月 17 日 平成 29 年度第 1回能代市環境審議会 

   ・策定のスケジュール等について 

  5 月 30 日 平成 29 年度第 1回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・委嘱状交付 

   ・策定のスケジュール等について 

   ・環境のまちづくりに関する市民アンケートについて 

  6 月 9 日 環境のまちづくりに関する市民アンケート実施（～27 日） 

  7 月 25 日 平成 29 年度第 2回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・環境のまちづくりに関する市民アンケート集計結果について 

   ・序章（計画の基本的な考え方）の検討 

  9 月 28 日 平成 29 年度第 3回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・第 1章(計画の現況と課題）・第 2章(計画の目指すもの）の検討 

   ・環境施策の展開方向と重点施策について意見交換 

 11 月 27 日 平成 29 年度第 4回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・第 3章（環境施策の展開方向）の検討 

   ・重点環境施策の検討 

 11 月 29 日 平成 29 年度第 2回能代市環境審議会 

   ・第 2次能代市環境基本計画の策定状況について 

 12 月 22 日 平成 29 年度第 5回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・第 4章（重点環境施策）・第 5章（計画の実現に向けて）の検討 

   ・重点環境施策の検討 

 12 月 27 日 パブリックコメント実施（～平成 30 年 1 月 26 日） 

 

  平成 30 年  1 月 29 日 能代市議会産業建設委員協議会（説明会） 

   ・第 2次能代市環境基本計画について 

  2 月 2 日 平成 29 年度第 6回能代市環境のまちづくり市民懇談会 

   ・第 2次能代市環境基本計画（案）について 

  2 月 7 日 平成 29 年度第 3回能代市環境審議会 

   ・第 2次能代市環境基本計画策定について（諮問） 

  2 月 14 日 平成 29 年度第 4回能代市環境審議会 

   ・第 2次能代市環境基本計画答申（案）の検討 

  2 月 21 日 能代市環境審議会から答申 
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 ２ 能代市環境審議会委員名簿 

             任期：自 平成２８年７月２１日～至 平成３０年７月２０日 

           ◎審議会会長 ○職務代理 （平成３０年３月１４日現在） 

氏  名 推 薦 団 体 名 

伊 藤 達 也 あきた白神農業共同組合 

伊 藤  誠 二ツ井地区区長連絡協議会 

大久保 裕 正 能代市自治会連合協議会 

小 川 嘉四松 能代市浅内漁業協同組合 

○木 戸 英 樹 秋田県薬剤師会 能代山本支部 

◎小 泉  亮 能代市山本郡医師会 

佐 藤 修 正 自然観察指導員 ルーペの会 

佐 藤  力 白神森林組合 

進 藤 裕 人 能代商工会議所 

銭 谷 雅 昭 秋田県立能代工業高等学校 

中 嶋 日 吉 二ツ井町商工会 

宮 腰 慶 聡 食の環研究会 

山 内  繁 秋田県立大学 木材高度加工研究所 

山 崎 昌 子 能代市連合婦人会 

            

                                       （五十音順：敬称略） 
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 ３ 能代市環境のまちづくり懇談会委員名簿 

              任期：自 平成２９年５月３０日～至 平成３０年３月３１日 

          ◎座長 ○職務代理 （平成３０年３月１４日現在） 

氏  名 推 薦 団 体 名 

有 山  勇 能代山本広域市町村圏組合 

石 井 昭 浩 大森建設株式会社 

石 井 保 則 東北電力株式会社 能代火力発電所 

越 後 康 一 一般社団法人 秋田白神コミュニケーションセンター 

越前谷 幸 也 きみまち観光ガイドの会 

片 谷 京 子 コンポスト見なおし隊 

金 谷 文 彦 白神森林組合 

小 林 一 成 能代市老人クラブ連合会 

佐々木 博 子 あきた白神農業協同組合 

佐 藤 修 正 風の松原ガイドの会 

島 崎 博 人 畑クリーンサービス株式会社 

土 田 一 男  公募 

寺 内 征 夫 おとも自然の会 

中 西 秀 則  公募 

成 田 弘 子 能代市連合婦人会 

成 田 裕 一  公募 

○平 川 善 子 能代商工会議所 

福 岡  徹 杜守 club（クリーンパートナー登録団体） 

宮 腰 一 也 風の松原の再生と共に歩む会 

安 井 昭 彦 風の松原に守られる人々の会 

山 崎  将  公募 

◎渡 辺 千 明 秋田県立大学 木材高度加工研究所 

渡 邊  学 秋田エコプラッシュ株式会社 

 

                                  （五十音順：敬称略）
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４ 用語解説（五十音順） 

 

あ 

ＩＳＯ14001 

 国 際 標 準 化 機 構 （ International 

Organization for Standardization）が制

定した環境マネジメントシステムに関する

一連の国際規格のうち、環境マネジメント

システムの仕様（スペック）を定めた規格

で、ISO 規格に沿った環境マネジメントシ

ステムを構築する際に守らなければいけな

い事項が盛り込まれています。この規格に

よりシステムを構築した組織は、その適合

性について外部機関の審査により認証を取

得することができます。 

 

アダプトプログラム 

 市民と行政が協働で進めるまち美化プロ

グラムのことで、「アダプト」とは「養子縁

組をする」という意味であり、ボランティ

アとなる市民や企業を“里親”として、公

園や道路などの一定区画を自らの養子とみ

なし、定期的に清掃活動を行い、行政がこ

れを支援する仕組みです。 

 本市では、「のしろクリーンパートナー制

度」としてこの取り組みを進めています。 

 

い 

一般廃棄物 

 法令で規定されている産業廃棄物以外の

廃棄物のことで、家庭などから排出される

可燃ごみや粗大ごみ（生活系）と、事業所

などから排出される産業廃棄物以外の廃棄

物（事業系）があります。 

 

 

え 

エコクッキング 

 食べ物やエネルギーを無駄にせず、水を

汚さない、ごみを減らすなど、環境に配慮

しながら調理することをいいます。 

 

お 

オゾン層 

 地表から 10～50 ㎞上空の成層圏にある

オゾン濃度の高い大気の層で、太陽光に含

まれる紫外線のうち、生物に有害な波長を

吸収して地球上の生物を保護する役割があ

ります。しかし近年、冷蔵庫や空調機等に

使われていたフロンガスなどによりオゾン

層が破壊され、その濃度が減少しているこ

とが観測されています。 

 

温室効果ガス 

 地球の表面から放出される赤外線を吸収

して、熱が地球から出ていくのを防ぐ性質

のある大気中の気体です。「地球温暖化対策

の推進に関する法律」では、二酸化炭素、

メタン、一酸化二窒素、ハイドロフルオロ

カーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ

化硫黄及び三ふっ化窒素の７種類のガスを

温室効果ガスとして定めています。 

 

か 

カーシェアリング 

 １台の自動車を複数の会員が共同で利用

する自動車の新しい利用形態のことで、車
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を必要な時だけ使うようになり、過剰な自

家用車の利用を抑制する効果が期待され、

二酸化炭素の排出量の削減につながります。 

 

化石燃料 

 石炭、石油、天然ガスなどの地中に埋蔵

されている燃料の総称で、数百万年以上前

の植物プランクトンなどが地中に埋もれ、

高熱、高圧などの影響を受けてできたとい

われています。 

 

カーボンニュートラル 

 「カーボン」は「炭素」、「ニュートラル」

は「中立」を意味する言葉で、二酸化炭素

の排出と吸収がプラスマイナスゼロのこと

をいいます。バイオマスエネルギーは、植

物の成長過程における光合成による二酸化

炭素の吸収量と、植物の焼却による二酸化

炭素の排出量が相殺され、大気中の二酸化

炭素の増減に影響を与えないと考えられ、

カーボンニュートラルといわれています。

また、植林や自然エネルギーの導入などは、

人間活動による二酸化炭素の排出量を相殺

できることからカーボンニュートラルと呼

ぶことがあります。 

 

環境アセスメント（環境影響評価） 

 環境に大きな影響を及ぼすおそれがある

事業について、あらかじめその事業の環境

への影響を調査、予測、評価し、その事業

について、適正な環境配慮を行うことです。 

 

環境会計 

 企業などが、持続可能な発展を目指して

社会との良好な関係を保ちつつ、環境保全

への取り組みを効率的かつ効果的に推進し

ていくことを目的として、事業活動におけ

る環境保全のためのコストとその活動によ

り得られた効果を可能な限り定量的（貨幣

単位または物量単位）に測定し、伝達する

ための仕組みのことです。 

 

環境家計簿 

 家庭における温暖化対策として、電気、

ガス、水道、ガソリン、灯油、廃棄物量な

どを記録して、一定期間の集計を行うこと

により、家庭でどんな環境負荷が発生して

いるかを家計の収支計算のように行うもの

です。環境家計簿をつけることにより、自

らが環境についての意識をもって、生活行

動の点検、見直しを継続的に行うことがで

きます。 

 

環境監査 

 企業などの自主的な環境管理の取り組み

状況について、内部者または外部者が客観

的な立場からチェックを行うことをいいま

す。事業活動を環境保全に配慮したものに

変えていくためには、自らの事業活動の環

境に与える影響を十分認識するとともに、

定期的にチェックする体制を作ることが欠

かせないことから、多くの企業体で導入さ

れてきています。 

 

環境基準 

 環境基本法第１６条に定められた「大気

の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音

に係る環境上の条件について、それぞれ、

人の健康を保護し、及び生活環境を保全す

る上で維持されることが望ましい基準」の

ことで、国が定める行政目標です。直接工

場等を規制する規制基準とは異なります。 
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環境報告書 

 企業や自治体といった組織が、環境保全

に関する方針・目標・行動計画、環境マネ

ジメントに関する状況及び環境負荷の低減

に向けた取組等について取りまとめ、一般

に公表するものです。 

 

環境保全協定 

 環境保全の一つの手段として、自治体ま

たは住民と企業との間で締結される協定の

ことで、法令の基準を補完する、地域に応

じた環境保全の目標値の設定や具体的な対

策の明示などを内容としています。 

 

環境マネジメントシステム 

 企業や自治体といった組織が、環境配慮

の観点から環境改善を継続的に行うために、

組織の活動を体系的、効率的、効果的に運

用することで、自らの事業活動や製品・サ

ービスによる環境への影響、またその可能

性を把握し、環境配慮の方針や計画を立て

（Plan）、その実現に向けた環境配慮を実行

し（Do）、その達成度を点検し（Check）、見

直し・改善する（Action）という PDCA サイ

クルに基づき、継続的な環境改善を図る一

連の体制・手続き等の仕組みのことをいい

ます。 

 

環境リスク 

 人の活動によって環境に加えられる負荷

が、環境中の経路を通じ、環境の保全上の

支障を生じさせるおそれをいい、人の健康

や生態系に影響を及ぼす可能性（おそれ）

を示す概念です。環境リスクの考え方は、

環境保全上の支障の原因となるおそれのあ

る要因が対象となりますが、狭義には化学

物質による環境リスクをいう場合が多いと

されています。 

 

き 

気候変動 

 気候変動枠組条約では、「地球の大気の組

成を変化させる人間活動に直接または間接

に起因する気候の変化であって、比較可能

な期間において観測される気候の自然の変

動に対して追加的に生ずるもの」と定義さ

れています。気候変動の要因は自然と人為

的な要因があり、自然の要因には大気自身

に内在するもののほか、海洋の変動、火山

の噴火によるエアロゾル（大気中の微粒子）

の増加、地球軌道変化などがあります。一

方人為的な要因には、人間活動に伴う二酸

化炭素などの温室効果ガスの増加やエアロ

ゾルの増加、森林破壊などがあります。 

 

く 

グリーン購入 

 製品やサービスを購入する際に、その必

要性を充分に考え、品質や価格だけでなく

環境のことを考えて、環境にやさしいもの

を選んで購入することをいいます。 

 

グリーンツーリズム 

 農山漁村地域において、その自然、文化、

農林漁業とのふれ合いや人々との交流を楽

しむ滞在型の余暇活動のことをいいます。 

農林漁業の体験、地域の食体験、お祭りへ

の参加などさまざまなメニューが開発され

ており、国でも農山漁村と都市部の住民が

交流できる基本的な指針や法律を整備し、
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グリーンツーリズムの振興を図っています。 

 

こ 

公益的機能 

 例えば森林や農地は、木材や農産物など

の生産機能のほかに国土の保全、水源かん

養、災害防止、大気浄化、生物多様性の確

保などさまざまな機能をあわせ持っていま

す。こうした機能のうち、生産機能を除い

た、人々の生活に恩恵をもたらす機能をい

います。 

 

ＣＯＰ21（コップ 21） 

 COP とは、気候変動枠組条約締約国会議

（Conference of Parties）の略称で、地球

温暖化対策に世界全体で取り組んでいくた

めの国際的な議論の場のことをいい、2015

年、21回目の会議がパリ（フランス）で開

催されたため、その会議のことが COP21（パ

リ会議）と呼ばれています。 

 

コミュニティビジネス 

 福祉や教育、環境保護など地域が抱える

課題について、地域住民が主体的に、地域

資源を活かしながら「ビジネス」の手法で

解決しようとするもので、地域の人材やノ

ウハウ、施設、資金を活用することで地域

の新たな創業や雇用の創出、働きがい、生

きがいを生み出し、地域コミュニティの活

性化に寄与するものと期待されています。 

 

コンポスト 

 生ごみなどの有機物を微生物の働きによ

って発酵分解させて堆肥にしたものをいい

ます。 

さ 

再生可能エネルギー 

 風力、太陽光、水力、地熱、バイオマス

など地球の自然環境の中で枯渇することな

く、絶えず供給され、繰り返し利用できる

エネルギーのことをいいます。発電時や発

熱時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素

をほとんど排出しません。 

 

産業廃棄物 

 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、

燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、

廃プラスチック類などをいいます。 

 

酸性雨 

 大気中に排出された硫黄酸化物や窒素酸

化物が硫酸塩や硝酸塩に変化して雨水に取

り込まれ、強い酸性を示すようになった雨

のことで、一般に㏗ 5.6 以下のものをいい

ます。酸性雨は、河川や湖沼、土壌を酸性

化して生態系に悪影響を与えるほか、コン

クリートを溶かしたり、金属に錆を発生さ

せたりして建造物にも被害を与えます。 

 

し 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

 Chemical Oxygen Demand の略で、水中の

有機物が酸化剤で化学的に分解されたとき

に消費される酸素の量のことをいいます。

海域、湖沼の汚濁状況を示す代表的な指標

で、数値が大きいほど汚染が進んでいると

いえます。 
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次世代エネルギー 

 一般的には、「新エネルギー」のほか、普

及促進や研究開発が進められている天然ガ

ス、燃料電池、水素、コージェネレーショ

ンなどこれからの時代を担うエネルギー源

を総称して使われています。 

 

自然エネルギー 

 自然現象から電気や熱などのエネルギー

を作り出すことで、繰り返し使ってもなく

ならないことから、再生可能エネルギーと

同義語として使われています。 

 

持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

 2015 年 9月、国連総会で採択された人間、

地球及び繁栄のための行動計画で、貧困や

飢餓、エネルギー、気候変動、平和的社会

などに関する17の目標と169のターゲット

からなる持続可能な開発目標（SDGs）を掲

げており、2030 年までに目標の達成に力を

尽くすとしています。 

 

循環型社会 

 環境への負荷を減らすため、自然界から

採取する資源をできるだけ少なくし、それ

を有効に使うことによって、廃棄されるも

のを最小限に抑える社会のことです。 

 

食育 

 さまざまな経験を通じて「食」に関する

知識とバランスの良い「食」を選択する力

を身に付け、健全な食生活を実践できる力

を育むことです。 

 

食品ロス 

 売れ残りや食べ残し、期限切れ食品、食

材の余りなど、食べられるのに捨てられて

いる食べ物のことをいいます。 

 

新エネルギー 

 二酸化炭素の排出量が少なく、エネルギ

ー源の多様化に貢献するエネルギーのこと

で、「新エネルギー利用等の促進に関する特

別措置法」では、技術的にはすでに実用段

階に達しているが普及が十分でないものと

され、政令でバイオマス燃料製造、バイオ

マス熱利用、太陽熱利用、温度差熱利用、

雪氷熱利用、バイオマス発電、地熱発電、

風力発電、水力発電（1,000kw 以下）、太陽

光発電の 10 種類が「新エネルギー等」と規

定されています。 

 

森林整備計画 

 森林法の規定により、市が行う森林政策

の方向や森林所有者等が行う伐採・造林の

指針等を定めています。 

 

す 

水源かん養 

 森林が持つ機能で、土壌に雨を貯え、河

川に流れ込む水の量を平準化して洪水や渇

水を緩和するとともに、川の流量を安定さ

せるほか、雨水が地下を通過することで水

が浄化される機能も持っています。 

 

３Ｒ（スリーアール） 

 「リデュース（Reduce）：発生抑制」、「リ

ユース（Reuse）：再使用」、「リサイクル

（Recycle）：再生利用」の 3 つの英語の頭

文字を表し、循環型社会を形成していくた

めの環境配慮に関するキーワードとなって
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います。国は第 3 次循環型社会形成推進基

本計画で、天然資源の消費を抑制し、環境

への負荷をできる限り低減していくために

は、リサイクルに先立ってリデュース、リ

ユースの２R を可能な限り推進するとして

います。 

 

た 

ダイオキシン類 

 有機塩素化合物で、「ダイオキシン類対策

特別措置法」では、ポリ塩化ジベンゾフラ

ン（PCDF）とポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオ

キシン（PCDD）、コプラナ-ポリ塩化ビフェ

ニル（Co-PBC）と定義しています。工業的

に製造する物質ではなく、ものの焼却の過

程などで自然に生成してしまう物質で環境

中に広く存在し、その量は非常に微量です

が、強い毒性を持っています。 

 

太陽熱利用システム 

 太陽の熱を使って温水や温風を作り、給

湯や冷暖房に利用するシステムで、「再生可

能エネルギー」のひとつです。 

 

ち 

地球温暖化 

 地球を取り巻く二酸化炭素やメタンなど

のガス（温室効果ガス）は、地球から宇宙

へ放射される赤外線を吸収する性質を持ち、

地表の気温を生物の生存に適当な温度に保

っていますが、温室効果ガスが増えること

で地球全体の温度が上がることをいいます。

地球温暖化によって海面水位が上昇したり、

生態系や農業にも大きな影響を及ぼすこと

が懸念されています。 

 

地産地消協力店 

 本市では、新鮮でおいしく、安全・安心

な地元産農産物を利用・販売し、広く市民

や観光客等にアピールすることで地場産農

産物の消費拡大を進める店として、この趣

旨に賛同し、登録を受けた店を地産地消協

力店として PRしています。 

 

て 

低炭素社会 

 地球温暖化の原因となっている二酸化炭

素など温室効果ガスの排出を産業構造やラ

イフスタイルを変えることで低く抑えた社

会のことをいいます。 

 

㏈（デシベル） 

 音圧または音の強さを表す単位です。感

覚的にわかりやすい数値にするために考え

られた表示方法で、比率や倍率を表す相対

的な単位です。 

 

な 

なら枯れ 

 ナラ、シイ、カシなどのブナ科樹木が枯

れる森林被害のことで、カシノナガキクイ

ムシという昆虫が媒介するラファエレラ・

クエルキボーラという学名を持つ糸状菌

（通称：ナラ菌）がまん延して木を枯らし

ます。 
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の 

ノーカーデー 

 自動車による交通渋滞や大気汚染の軽減

を目的として、特定の日にちや曜日を決め

て自動車の利用を自粛しようとする運動の

ことをいいます。 

 

のしろクリーンパートナー 

 道路や公園などの身近な公共空間を市民

が主体となって環境美化活動を行うことで、

地域への愛着心や美化意識の高揚を図り、

協働によるまちづくりを推進するプログラ

ムです。アダプトプログラムの能代版とし

て位置付けられています。 

 

は 

廃棄物減量等推進員制度 

 廃棄物処理法に定められている地域のご

み減量のリーダーとして、ごみの出し方や

分別の指導、ゴミステーションの管理など

を行い、地域と行政をつなぐパイプ役を担

っています。 

 

パートナーシップ 

 協力関係、共同、提携などと訳されます

が、市民、事業者、行政が協力、連携、参

加しあうことをいいます。 

 

パリ協定 

 2015 年 12 月にパリ（フランス）で開催

された気候変動枠組条約締約国会議（COP21）

において採択された新たな気候変動対策に

関する法的文書のことをいいます。すべて

の国が参加して長期目標を位置付け、 

すべての国が温室効果ガス排出削減目標を

５年ごとに提出・更新することを義務付け

ることを定められた画期的内容となってい

ます。 

 

ひ 

ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 

 Biochemical Oxygen Demand の略で、水

中の有機物が微生物の働きによって分解さ

れるときに消費される酸素の量のことをい

います。河川の汚濁状況を示す代表的な指

標で、数値が大きいほど汚染が進んでいる

といえます。 

 

東アジア・オーストラリア地域フライウェ

イ・パートナーシップ 

 東アジア・オーストラリア地域において、

渡り鳥の保全に関わるさまざまな主体の国

際的な連携・協力のための枠組みを提供す

ることにより、鳥類の重要生息地の国際的

なネットワークを構築するとともに、その

普及啓発及び保全活動を促進することを目

的とした国際的な協力事業として 2006 年

11 月に発足しました。この協力事業は 1996

年に策定された「アジア太平洋地域渡り性

水鳥保全戦略」を発展的に解消し構築され

たものであり、同戦略において登録されて

いたシギ・チドリ類、ツル類、ガンカモ類

の 3 種群の重要生息地ネットワークの参加

湿地は、本協力事業の重要生息地ネットワ

ークに移行されることになりました。 

 

微小粒子状物質（PM2.5） 

 大気中の浮遊粒子状物質のなかで、粒径

2.5μm以下の小さな粒子状物質のことをい
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います。微小粒子状物質はその粒径が小さ

いことから、肺の奥深くまで入り込み、呼

吸器系への影響に加え、循環器系への影響

が心配されています。平成 21年 9月に新た

に微小粒子状物質に係る環境基準が定めら

れています。 

 

ふ 

フードマイレージ（food mileage） 

 食料の輸送距離という意味で、食料の輸

送量に輸送距離を掛け合わせた指標（単

位：t・kｍ トン・キロメートル）のことを

いいます。食糧の輸送に伴い排出される二

酸化炭素が、地球環境に与える負荷に着目

したもので、食品の生産地と消費地が近け

ればフードマイレージは小さくなり、遠く

から食料を運んでくれば大きくなります。 

 

み 

緑の基本計画 

 都市緑地法の規定により、市が緑地の保

全や緑化の推進を総合的、計画的に実施す

るため、その将来像、目標、施策などを定

める基本計画をいいます。 

 

も 

木質バイオマス 

 再生可能な、生物由来の有機性資源のう

ち、木材からなるものをいいます。木質バ

イオマスには、樹木の伐採や造材のときに

発生した枝、葉などの林地残材、製材工場

などから発生する樹皮やのこ屑などのほか、

住宅の解体材や街路樹の剪定枝などがあり

ます。 

ゆ 

有害化学物質 

 人体や環境に悪影響を与える化学物質の

総称で、その中には環境ホルモンや重金属

も含まれます。有害化学物質は公害の原因

になるほか、土壌や河川を汚染すると長年

にわたってそこに住む人や動植物に悪影響

を及ぼすおそれがあります。 

 

有機農業（栽培） 

 「有機農業の推進に関する法律」で、「「有

機農業」とは、化学的に合成された肥料及

び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換

え技術を利用しないことを基本として、農

業生産に由来する環境への負荷をできる限

り低減した農業生産の方法を用いて行われ

る農業をいう。」と定義されています。 

 

り 

リサイクルポート（総合静脈物流拠点港） 

 循環型社会形成を促進するため、広域的

なリサイクル施設の立地に対応した静脈物

流ネットワークの拠点となる港湾として全

国で 22 港が指定されています。能代港は平

成 18年 12 月に指定されました。 

※静脈物流：人の血管に例え、製品系の輸送を動脈物流、

生産や消費活動で排出されたものの輸送を静脈物流と

表現しています。
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